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論 文 内 容 の 要 旨 
 

送電鉄塔は電力輸送を支える社会インフラとして，社会・経済や生産活動へ多大なる影響を与え

ることから高い信頼性が求められている。とくに送電鉄塔の信頼性を向上すべく，設計荷重で支配

的な台風などの強風時荷重や風速変動などに伴う動的風応答などの推定精度の向上が求められてき

た。送電線を含む鉄塔全体としての構造安全性や振動特性については数多くの研究が行われ，その

大部分が解明されている。しかしながら，強風下での種々要因が絡む構成部材単体の振動や構造形

態に起因して水平材フレームが構面外に振動するオバリング振動などのような局部的な振動に対し

ては，未だ不明な点が残されており，部材や接合部の強度低下による鉄塔全体の安全性の低下が懸

念されている。 
本論文では，まず強風下でのオバリング振動と部材振動の振動特性，およびその発生メカニズム，

また塔体や各部材への振動伝播が考えられる吊架ジャンパ装置の影響について、強風応答観測デー

タと振動試験結果からの両面から考察した。その結果，強風下でのオバリング振動や部材振動は，

振動伝播などの多様な要因による複雑さからその主因やメカニズムの特定は困難ではあるが，その

振動特性からボルト接合部のボルト緩みや溶接部の疲労損傷などの部材強度低下を引き起こし，鉄

塔全体の安全性低下を招くことが分かった。その対策として喫緊の課題になっている，既設鉄塔の

簡易的かつ経済的な部材制振対策として，本論文では，高減衰ゴムに着目した部材制振対策法を提

案し，その基本的な制振効果および実機適用時における有効性を明らかにするとともに，実機への

適用のための基礎データの収集と分類を整理した。以下のように 7 章で構成した。 
第 1 章では，近年の鉄塔被害と我が国での送電鉄塔の耐風設計法の経緯と概要および耐風性能向

上対策の事例について紹介し，部材振動制振対策の必要性およびその位置づけを示した。 
第 2 章では，本研究の遂行において諸元の異なる 2 つの実機耐張型鉄塔で取得した強風応答観測

データとこれまでの観測データを用いて，15m/s 程度の強風下における吊架ジャンパ装置の振動特

性とオバリング振動および部材振動の振動特性を明らかにした。吊架ジャンパ装置の振動は塔体や

腕金の振動に起因した複雑な振動を示すことがわかったが，逆に，吊架ジャンパ装置の振動が塔体

振動に与える影響が理論上考えられるが，それほどの高風速ではない応答データでは，その振動レ

ベルが小さく塔体振動への影響を特定できなかった。一方，オバリング振動や部材振動は，風速増

加に伴い振幅が増大する傾向を示し，継続時間が長大化した場合，ボルト接合部のボルト緩みや溶

接部の疲労損傷を誘発することが明らかになったが，塔体振動や個材の渦励振などの伝播などがそ

の発生要因となることがわかった。 
第 3 章では，吊架ジャンパ装置の基本的な振動特性と吊架ジャンパ装置振動と塔体振動の相互作

用を明らかにするために，吊架ジャンパ装置の自由振動試験と強制加振試験および塔体強制加振試

験を実施し，その計測データを分析した。吊架ジャンパ装置の強制加振時では，吊架ジャンパ装置

の振動が腕金を介して塔体に伝達し，吊架ジャンパ装置の固有振動数の倍長成分に対応する塔体振

動が励起されることが明らかとなった。塔体の強制加振時では，強風下と同様に吊架ジャンパ装置



は塔体振動に従属して振動することが分かり，加振箇所によって相互作用の様相が異なることが分

かった。従って，強風時の風況特性によっては，吊架ジャンパ装置の強制加振時のような塔体振動

の増大や，本振動試験では確認できなかった部材振動も同様の振動伝播によって励起される可能性

を明らかにした。 
第 4 章では，吊架ジャンパ装置の強制加振試験のシミュレーションを実施し，吊架ジャンパ装置

の固有振動数の倍長成分に対応する塔体振動の発生を再現し，吊架ジャンパ装置の振動が腕金を介

して塔体へ伝播することを追跡した。本章での鉄塔振動シミュレーションでは，吊架ジャンパ装置

の振動によるオバリング振動や部材振動の励起は認められなかったが，鉄塔構造や吊架ジャンパ装

置の諸元の組み合わせによっては，塔体あるいは個材と吊架ジャンパ装置の振動干渉が誘発される

ことを示した。 
第 5 章では，振動伝播などに誘発される部材振動に有効と考えられる，高減衰ゴムを部材に貼付

して部材自体の減衰を増加させる制振対策を提案し，高減衰ゴムの素材試験，鋼板と鋼管の片持ち

梁モデルを用いた振動試験およびそのシミュレーション解析から，基本的な制振特性についての考

察を行った。その結果，高減衰ゴムに加えて，高減衰ゴムに変形を与えて効率的にエネルギー散逸

量を増加させる拘束板の併用によって，高い制振効果を発揮できることを明らかにした。また，高

減衰ゴムの素材試験を実施し，得られた高減衰ゴムの材料特性を用いて構築したモデルの振動シミ

ュレーション結果が，鋼板片持ち梁の振動試験結果によく対応できることを示した。 
6 章では，5 章の実験結果に対して，実験計画法を利用した感度解析を行い，高減衰ゴムと拘束

板の個材上での取付位置が制振効果と固有振動数に最も大きな影響を与えることを明らかにした。

また，強風下においてオバリング振動を生じた鉄塔パネルを模擬した塔体モデルの過渡応答解析結

果から本対策の制振効果を確認し，実機での有効性を示した。一方で，オバリング振動対策でも高

減衰ゴムと拘束板の取付位置が制振効果に与える影響が大きいことを明らかにし，実機への適用に

は，取付位置に細心の注意が必要であることを示した。 
第 7 章では，本研究を総括し，高減衰ゴムの実機適用へ向けて残された課題についてまとめた。 
 
 

 
 


